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研究成果の概要（和文）：　本研究は、主権の一側面である国家管轄権が、国際条約によって規律されること
で、どのような機能変化を遂げるのかを検討することを目的とする。
　検討においては、テロ関連防止条約など、処罰の実効性を確保するために締結された国際条約を取り上げて、
国家が自国利益の実現のために領域内で行使を独占している執行管轄権が、条約上の義務の下で、諸国家の利益
を実現する手段として機能していることを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：　This project aims to examine how a State jurisdiction as a manifestation 
of sovereignty would function under the obligation of international treaties. For this purpose, it 
explored a duty to extradite or prosecute (aut dedere aut judicare) adopted in the anti-terrorism 
conventions and found that these conventions integrate States’ jurisdiction into the international 
network, thereby transforming a State jurisdiction into the means of implementing common interests 
of States in the international society.

研究分野： 国際法
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究の学術的意義は、条約体制における国家管轄権の機能変化を実証的に示したことである。国際条約であ
る以上は、何らかの共通利益の実現を目指していることは当然である。しかし本研究は、管轄権の法構造、すな
わち立法管轄権と執行管轄権の相互の関係や制約を踏まえた上で、条約体制が国家管轄権を諸国家の共通利益の
実現手段とするための手法を明らかにし、併せて国家管轄権の多面的な機能を示した点に意義がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
今日、国際条約の多くが、一定の事項について国家管轄権の行使（国内法の定立・適用・執行）

を義務付けるようになっている。この種の管轄権行使の義務付けは、個別国家の利益を超えると
いう意味での国際的な「公益」（もっとも、研究計画・方法で後述するように、その中には「共
同体利益」と「共通利益」とが混在しているように思われる）の実現を目的とする条約に典型的
にみられるものであり、現代国際法の特徴を顕著に反映するものであるといえよう。国家管轄権
の行使が条約上の義務とされることは、国家の主権事項とされてきた刑事管轄権が変容を迫ら
れる可能性を含意し、ひいては、管轄権の法構造自体に質的転換をもたらしうるものである。そ
れゆえ、個別の条約の解釈ではなく、管轄権理論を通じて取り組まれるべき問題を提起する。さ
らに、今日の国際社会において、様々な分野で国際「公益」実現型の条約が増加し続けており、
それに伴って管轄権の重複可能性も増大しているという現状を踏まえれば、条約上の義務とし
ての管轄権行使の位置づけを明らかにすることは、理論上も実践上も、喫緊の課題であるといえ
る。にもかかわらず、学説の多くは、「裁量（権利）から義務へ」という現象を指摘するのに留
まり、そうした現象がもたらす規範的インパクトに関して、本格的な検討はなされていない状況
であった。 
 
２．研究の目的 
 以上のような問題意識の下、本研究の第 1の目的は、管轄権行使が条約上の義務とされること
で、いかなる質的な変化を遂げるのか、さらに条約義務の発展的展開が、かかる義務としての管
轄権行使にどのような変容をもたらしうるのかを検討することである。とりわけ、今日の国際条
約は、条約の発効後に条約内外フォーラムを通じて、条約規範を発展させる傾向にあり、かかる
条約の発展的展開が管轄権行使に与えるインパクトについても検討することが必要となる。 
第 2に、第 1の点についての検討結果を踏まえて、このような管轄権の変化・変容を管轄権の

法構造の中に位置づけて評価することを試みる。とりわけ新たな展開が既存の管轄権行使基準
とどのような関係に立つのかを検証する。 
  
３．研究の方法 
 研究遂行の方法は以下の 2 つである。第 1 に、管轄権行使を義務付ける条約を取り上げて、
条約の下での管轄権行使の位置づけを整理する。そのうえで、条約の発展的展開に伴って、かか
る義務がどのように変容するかを具体的に明らかにする。検討対象として取り上げるのは、テロ
関連諸条約及びその隣接分野の条約である腐敗防止関連条約である。これらは、国家管轄権の行
使を義務付ける条約の典型例として挙げられるものであり、さらに、これら条約は、条約内外の
フォーラムを通じて条約の規範内容を発展的に展開させてきている（又は少なくともその潜在
性を有している）。したがって、これらの発展が条約上の管轄権行使義務にどのように反映され
るかを検証することが有益である。 
 第 2 に、第 1 の点を踏まえて、管轄権の一般理論の再検討を試みる。とりわけ立法管轄権（法
定立に関わる権能の行使）と執行管轄権（法内容の実現に関わる権能の行使）とが服している制
約が、条約義務の発展によってどのように又はどの程度変容するのかを検証する。 
 
４．研究成果 
 本研究期間中に、自身の病気による一時的な研究中断、及びコロナ禍による研究計画の変更・
遅延のために、2 度の延長を申請することになった。しかしながら、全体としては一定の研究成
果を挙げることができ、またいずれも研究成果を公表することができた。したがって、当初の研
究目的を達成することができたと考えている。 
 
（１）個別条約の検討 1：テロ関連諸条約 
 個別条約の検討の 1 つ目として、テロ関連諸条約に関する検討を行った。第 1に、条約上の管
轄権行使の義務の位置づけを明らかにした。とりわけテロ関連諸条約が共通して採用している
方式は、①条約の対象犯罪について犯罪化と裁判権設定の双方を義務付けることによって、諸国
間の刑事法制の統一を図ることに資すること、及び②同じくテロ関連諸条約が共通して採用す
る「引渡し又は訴追」の義務は、容疑者がどこに逃亡しても必ず刑事手続が発動されることを確
保することによって―「逃げ得」を許さない―取締まりの実効性を高めることに資することを明
らかにした。 
 第 2 に、テロ関連諸条約が、条約義務の履行確保手続や条約義務を発展的に展開させるため
の枠組み（枠組み条約や締約国会議など）を備えていない一方で、そうした条約制度の限界を補
完するために、安保理の立法的な決議や金融活動作業部会（FATF）といった条約外のフォーラ
ムが活用されてきたことを指摘した。特に FATF の勧告を通じた間接的な条約規範の発展的展
開は、条約上の義務を拡張することにより、締約国の管轄権行使に実質的な変化をもたらしうる
ことを確認した。 
 



（２）個別条約の検討２：腐敗防止条約 
 個別条約の検討の 2 つ目として、国連腐敗防止条約を取り上げた。第 1 に、条約上の管轄権
行使の位置づけについて、国連腐敗防止条約は、テロ関連諸条約に比べると裁判権設定が義務付
けられる範囲が狭くなっている。すなわち、裁判権設定に関して義務的な規定ぶりが採用されて
いるのは属地主義の場合のみであり、その他国外犯処罰にかかる裁判権設定については、いずれ
も任意的である。なお、「引渡又は訴追」の義務は、容疑者が事項の国民であることのみを理由
として引渡を行わない場合に限り義務的であり、それ以外の場合には任意的である。これは、容
疑者が実行行為地以外にいる場合に「逃げ得」を許すような制度構築であるが、このことは、条
約に規定する広範な腐敗行為が、テロ関連行為とは異なり、諸国の共通の利益を棄損する害悪と
して十分なコンセンサスを得るに至っていないという現状を映し出すということを指摘した。
このことは、条約の対象によって「公益」の概念が異なり得ることも示唆するものである。 
 第 2 に、このように義務内容が弱いとされる一方で、国連腐敗防止条約は、条約規定に基づい
て履行監視メカニズムを設けていることが注目される。さらには、条約外のフォーラム（世界銀
行や FATF）においても、より一般的な腐敗防止の観点から一定の取り組みがなされてきており、
これは間接的にではあるが、条約上の義務の強化に資するものであるといえる。 
 第 3 に、腐敗防止に関しては、とりわけ米国と英国の実行において、腐敗防止に関する国内法
規定を外国人の外国における行為に広く適用することが行われてきた。これらは伝統的な管轄
権の連結素（領域、国籍）を一見して欠くような法適用であるが、これに対して、適用対象たる
腐敗を行った企業の本国は、抗議を控える傾向にある。こうした諸国家の黙認の背景には、条約
の発展によって、腐敗行為が国際的な害悪であることが承認されるに至ったことがあると指摘
した。 
 
（３）条約体制における管轄権の変容の検証 
以上の個別条約の検討を踏まえて、条約体制が管轄権の構造をどのように変容させているか

を検証した。一報で、テロ関連条約に共通して取り入れられている「引渡し又は訴追」の義務は、
刑事法分野において執行管轄権を実効的に行使できる立場にあるのが、被疑者の所在地国であ
ることを踏まえて、当該所在地国に執行管轄権の行使を義務付けるものである。 
このことは、容疑者の所在という要素が管轄権の法構造の中で有する意義と機能を明らかに

することを意味する。すなわち、従来の管轄権理論において、属地管轄権や属人管轄権が優越的
地位を認められていたのは、それらが、領域に対する物理的支配や国籍を通じた支配を媒介とし
て、一定の実効性を確保しえていたからである。しかしグローバル化の進展に伴って、これら従
来の「支配」概念は、その基盤を掘り崩されつつある。こうした状況下で、管轄権の行使対象に
対する一定のコントロールを媒介として行使される管轄権が、条約の下で義務的なものとされ
ることは、一国が自国領域内において自国の利益の実現のために独占していた執行管轄権の行
使を、諸国家の共通利益の実現手段に転換させる手法であるといえる。 

 
（４）管轄権の一般理論の再検討 
 さらに、上記の検討結果を総合する形で、管轄権の一般理論の再検討を行った。その前提作業
として、立法管轄権と執行管轄権の相互作用を明確化することに努めた。一方で、立法管轄権に
関しては実質的な関連という要請が内在的な制約となる。他方で、外国の領域内での執行管轄権
の行使が禁じられていることは、立法の内容の実現が執行の実効性に係らしめられているとい
う意味において、外在的な制約となる。 
以上を踏まえて、条約義務の発展が管轄権理論に与える影響を整理すると、第 1に、条約にお

いて犯罪化と裁判権の設定（国外犯処罰規定の整備）が義務とされることにより、条約目的に資
する形で、締約国の立法管轄権が拡張されることになる。他方で、立法管轄権相互の一見した重
複は、「引渡し又は訴追」の義務の履行を通じて、いずれかの締約国において刑事手続きが開始
されることにより、調整が図られることになる。 
第 2 に、第 1 の点とも関連して、「引渡し又は訴追」の義務は、伝統的には一国が自国の固有

の利益のために留保していた執行管轄権の行使を、条約上の公益（諸国家の共通利益）の実現手
段に転換させるものである。他方で、テロ関連諸条約と国連腐敗防止条約の対比において明らか
になったように、その度合いは条約に応じて異なりうる。それゆえ、条約ごとに管轄権の法構造
の程度や配分の態様は異なりうる。 
第 3 に、腐敗分野のように、条約上の義務の程度が弱い―それゆえ管轄権の調整が条約上は

十分になされているわけではない―場合に、米国が広い範囲で自国の国内法を適用する実行を
どのように位置づけるかが問題となる。この点で、条約を通じて腐敗行為が害悪であることが承
認されることにより、他の関係諸国はこのような広範な法適用を一見して黙認しているのであ
り、これによって管轄権の配分が行われているかに見える。もっとも、法適用対象に対する正当
化のレベルでいえば、管轄権行使国との間の関連があまりに希薄であるがゆえに予見可能性を
欠く法適用は、国内法の諸原則によって違法とされる可能性がある。こうした国内法上の実践を、
国際法上の立法管轄権の議論においても考慮する必要性を示唆した。 
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